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上越市手数料条例の一部改正について 

 

１ 改正理由 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律の一部改正を受け、良質な既存住宅を長期

優良住宅として認定する制度に係る手数料を定めるほか、建築基準法の一部改正に伴

う引用条項の整備など、所要の改正を行うもの 

 

２ 主な改正内容 

⑴ 良質な既存住宅を長期優良住宅として認定する制度に係る申請手数料及び変更手

数料の額を定める。（第２条関係） 

⑵ 建築基準法の引用条項を整備する。（第５条第２項関係） 

⑶ その他文言を整備する。 

 

３ 施行期日 

 ⑴ ２の⑴及び⑶の改正 令和４年１０月１日 

⑵ ２の⑵の改正 公布の日 

 

４ 上越市手数料条例改正案新旧対照表 

（下線部分及び太枠部分が改正箇所） 

改  正  案 改  正  前 

（手数料の種類及び金額） 

第２条 略 

 ⑴～(94) 略 

第９５号 別掲１のとおり 

               （削除） 

(96) 長期優良住宅普及促進法第６条第２項

の規定による申出を行う場合における同

法第５条第１項から第５項までの規定に

基づく長期優良住宅建築等計画の認定の

申請手数料 １件につき、当該申請に係

る建築物の      前号に規定する

額に次に掲げる区分に応じ、次に定める

額を加算した額 

ア及びイ 略 

(97) 長期優良住宅普及促進法第８条第１項

の規定に基づく認定を受けた長期優良住

宅建築等計画等の変更の認定に係る申請

手数料（第９９号  及び第１００号に掲

げる手数料を徴収する場合を除く。）  

１件につき、第９５号の表の左欄に掲げ 

（手数料の種類及び金額） 

第２条 略 

 ⑴～(94) 略 

第９５号 別掲１のとおり 

第９６号 別掲２のとおり 

(97) 長期優良住宅普及促進法第６条第２項

の規定による申出を行う場合における同

法第５条第１項から第５項までの規定に

基づく長期優良住宅建築等計画の認定の

申請手数料 １件につき、当該申請に係

る建築物の第９５号又は前号に規定する

額に次に掲げる区分に応じ、次に定める

額を加算した額 

ア及びイ 略 

(98) 長期優良住宅普及促進法第８条第１項

の規定に基づく認定を受けた長期優良住

宅建築等計画  の変更の認定に係る申請

手数料（第１００号及び第１０１号に掲

げる手数料を徴収する場合を除く。） 

 １件につき、第９５号の表の左欄に掲げ 
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改  正  案 改  正  前 

る当該申請に係る建築物の区分に応じ、

同表に定める額に２分の１を乗じて得た

額                   

                    

             

第９８号 別掲３のとおり 

(99) 長期優良住宅普及促進法第８条第２項

の規定により準用する同法第６条第２項

の規定による申出を行う場合における同

法第８条第１項の規定に基づく認定を受

けた長期優良住宅建築等計画等の変更の

認定に係る申請手数料 １件につき、当

該申請に係る建築物の第９７号又は前号

に規定する額に次に掲げる区分に応じ、

次に定める額を加算した額 

ア及びイ 略 

(100)～(104) 略 

(105) 略 

 ア 略 

建築

物の

区分 

建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律（平成 

２７年法律第５３号。以下

「 建 築 物 省 エ ネ 法 」 と い

う。）第４４条に規定する登

録建築物エネルギー消費性能

判定機関又は住宅の品質確保

の促進等に関する法律（平成

１１年法律第８１号）第５条

第１項に規定する登録住宅性

能評価機関が作成した都市低

炭素化促進法第５４条第１項

各号に掲げる基準に適合して

いることを示す書類(以下この

号において「適合証」とい

う。)の提出がある場合 

適合

証の

提出

がな

い場

合 

（略） 

 イ 略 

(106) 略 

(107) 略 

ア 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０５号アに規

定する場合 同号アに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当 

る当該申請に係る建築物の区分に応じ、

同表に定める額に２分の１を乗じて得た

額を申請する戸数で除して得た額（当該

額に１００円未満の端数があるときは、

当該端数を切り捨てた額） 

第９９号 別掲３のとおり 

(100) 長期優良住宅普及促進法第８条第２項

の規定により準用する同法第６条第２項

の規定による申出を行う場合における同

法第８条第１項の規定に基づく認定を受

けた長期優良住宅建築等計画  の変更の

認定に係る申請手数料 １件につき、当

該申請に係る建築物の第９８号又は前号

に規定する額に次に掲げる区分に応じ、

次に定める額を加算した額 

ア及びイ 略 

(101)～(105) 略 

(106) 略 

 ア 略 

建築

物の

区分 

建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律（平成 

２７年法律第５３号。以下

「 建 築 物 省 エ ネ 法 」 と い

う。）第４４条に規定する登

録建築物エネルギー消費性能

判定機関又は住宅の品質確保

の促進等に関する法律         

          第５条

第１項に規定する登録住宅性

能評価機関が作成した都市低

炭素化促進法第５４条第１項

各号に掲げる基準に適合して

いることを示す書類(以下この

号において「適合証」とい

う。)の提出がある場合 

適合

証の

提出

がな

い場

合 

（略） 

 イ 略 

(107) 略 

(108) 略 

ア 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０６号アに規

定する場合 同号アに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当 
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改  正  案 改  正  前 

該端数を切り上げた額） 

イ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０５号イに規

定する場合 同号イ(ア)から(ウ)までに規

定する額にそれぞれ２分の１を乗じて

得た額（当該額に１００円未満の端数

があるときは、当該端数を切り上げた

額）を合算した額 

(108)～(111) 略 

(112) 建築物省エネ法第３４条第１項の規定

に基づく建築物エネルギー消費性能向上

計画の認定の申請手数料（第１１４号に

掲げる手数料を徴収する場合を除く。）  

１件につき、次に掲げる場合の区分に

応じ、次に定める額（同号において「建

築物エネルギー消費性能向上計画認定手

数料の額」という。) 

ア～ウ 略 

(113)及び(114) 略 

(115) 略 

 ア 床面積を増加しようとする場合 増

加をしようとする床面積に応じて第 

１１２号又は前号と同じ方法で算出し

た額 

イ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１１２号アに規

定する場合 同号アに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

ウ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１１２号イに規

定する場合 同号イに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

エ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１１２号ウに規

定する場合 同号ウに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

(116)～( 1 3 9 ) 略 

（手数料の減免） 

該端数を切り上げた額） 

イ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０６号イに規

定する場合 同号イ(ア)から(ウ)までに規

定する額にそれぞれ２分の１を乗じて

得た額（当該額に１００円未満の端数

があるときは、当該端数を切り上げた

額）を合算した額 

(109)～(112) 略 

(113) 建築物省エネ法第３４条第１項の規定

に基づく建築物エネルギー消費性能向上

計画の認定の申請手数料（第１１５号に

掲げる手数料を徴収する場合を除く。）  

１件につき、次に掲げる場合の区分に

応じ、次に定める額（同号において「建

築物エネルギー消費性能向上計画認定手

数料の額」という。) 

ア～ウ 略 

(114)及び(115) 略 

(116) 略 

 ア 床面積を増加しようとする場合 増

加をしようとする床面積に応じて第 

１１３号又は前号と同じ方法で算出し

た額 

イ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１１３号アに規

定する場合 同号アに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

ウ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１１３号イに規

定する場合 同号イに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

エ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１１３号ウに規

定する場合 同号ウに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

(117)～( 1 4 0 ) 略 

（手数料の減免） 

-3-



改  正  案 改  正  前 

第５条 略 

 ⑴ 略 

 ⑵ 略 

  ア 第２条第１０９号に規定する建築物

エネルギー消費性能適合性判定手数料 

  イ 第２条第１１０号に規定する計画変

更に係る建築物エネルギー消費性能適

合性判定手数料 

  ウ 第２条第１１１号に規定する建築物

エネルギー消費性能適合性判定軽微変

更該当証明書交付手数料 

  エ 第２条第１３３号に規定する定期検

査手数料 

  オ 第２条第１３４号に規定する適正計

量管理事業所計量管理検査手数料 

２ 略 

⑴ 略 

ア～ウ 略 

エ 建築基準法第８５条第６項及び第７

項に規定する建築物を建築するとき。 

  １０分の５ 

オ 略 

 ⑵ 略 

３ 略 

第５条 略 

 ⑴ 略 

 ⑵ 略 

  ア 第２条第１１０号に規定する建築物

エネルギー消費性能適合性判定手数料 

  イ 第２条第１１１号に規定する計画変

更に係る建築物エネルギー消費性能適

合性判定手数料 

  ウ 第２条第１１２号に規定する建築物

エネルギー消費性能適合性判定軽微変

更該当証明書交付手数料 

  エ 第２条第１３４号に規定する定期検

査手数料 

  オ 第２条第１３５号に規定する適正計

量管理事業所計量管理検査手数料 

２ 略 

⑴ 略 

ア～ウ 略 

エ 建築基準法第８５条第５項及び第６

項に規定する建築物を建築するとき。 

  １０分の５ 

オ 略 

⑵ 略 

３ 略 
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（別掲１） 

改  正  案 

(95) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。以下「長期優良

住宅普及促進法」という。）第５条第１項から第７項までの規定に基づく長期優良住宅

建築等計画等の認定の申請手数料（次号  に掲げる手数料を徴収する場合を除く。） 

 １件につき、次の表の左欄に掲げる当該申請に係る建築物の区分に応じ、同表に定める

額                                         

          

建築物の区分 手数料の額 

一戸建て（新築をしようとするものに限る。）のもの １３，１００円 

共同住宅等（新築をしようとするものに限る。）で戸数が５戸以内

のもの 

２４，８００円 

共同住宅等（新築をしようとするものに限る。）で戸数が５戸を超

え１０戸以内のもの 

３７，５００円 

共同住宅等（新築をしようとするものに限る。）で戸数が１０戸を

超え２５戸以内のもの 

５９，１００円 

共同住宅等（新築をしようとするものに限る。）で戸数が２５戸を

超え５０戸以内のもの 

９１，７００円 

共同住宅等（新築をしようとするものに限る。）で戸数が５０戸を

超え１００戸以内のもの 

１３７，２００円 

共同住宅等（新築をしようとするものに限る。）で戸数が１００戸

を超え２００戸以内のもの 

２２９，５００円 

共同住宅等（新築をしようとするものに限る。）で戸数が２００戸

を超え３００戸以内のもの 

２８９，３００円 

共同住宅等（新築をしようとするものに限る。）で戸数が３００戸

を超えるもの 

３２７，８００円 

一戸建て（新築をしようとするものを除き、新築時に、長期優良住

宅建築等計画等の認定（以下この表及び第９８号の表において「認

定」という。）を受けていないものに限る。）のもの 

１８，４００円 

共同住宅等（新築をしようとするものを除き、新築時に、認定を受

けていないものに限る。）で戸数が５戸以内のもの 

３４，６００円 

共同住宅等（新築をしようとするものを除き、新築時に、認定を受

けていないものに限る。）で戸数が５戸を超え１０戸以内のもの 

５３，７００円 

共同住宅等（新築をしようとするものを除き、新築時に、認定を受

けていないものに限る。）で戸数が１０戸を超え２５戸以内のもの 

８６，１００円 

共同住宅等（新築をしようとするものを除き、新築時に、認定を受

けていないものに限る。）で戸数が２５戸を超え５０戸以内のもの 

１３４，９００円 

共同住宅等（新築をしようとするものを除き、新築時に、認定を受

けていないものに限る。）で戸数が５０戸を超え１００戸以内のも

の 

２０３，２００円 

共同住宅等（新築をしようとするものを除き、新築時に、認定を受

けていないものに限る。）で戸数が１００戸を超え２００戸以内の

もの 

３４１，７００円 

 

 

-5-



改  正  案 
 

共同住宅等（新築をしようとするものを除き、新築時に、認定を

受けていないものに限る。）で戸数が２００戸を超え３００戸以

内のもの 

４３１，３００円 

共同住宅等（新築をしようとするものを除き、新築時に、認定を

受けていないものに限る。）で戸数が３００戸を超えるもの 

４８９，０００円 
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（別掲１） 

改  正  前 

(95) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。以下「長期優良

住宅普及促進法」という。）第５条第１項から第３項までの規定に基づく長期優良住宅

建築等計画  の認定の申請手数料（第９７号に掲げる手数料を徴収する場合を除く。）  

１件につき、次の表の左欄に掲げる当該申請に係る建築物の区分に応じ、同表に定める

額を申請する戸数で除して得た額（当該額に１００円未満の端数があるときは、当該端

数を切り捨てた額） 
 

建築物の区分 住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成

１１年法律第８１号）

第５条第１項に規定す

る登録住宅性能評価機

関による長期優良住宅

普及促進法第２条第４

項に規定する長期使用

構造等（以下「長期使

用構造等」という。）

であることの確認を行

った結果を記載した書

面がある場合 

その他の場合 

新築をしようとする住宅で一戸建てのも

の（人の居住の用以外の用途に供する部

分を有するものを含む。以下同じ。） 

１３，１００円 ４２，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸以

内の共同住宅等（共同住宅、長屋その他

一戸建ての住宅以外の住宅をいう。以下

同じ。） 

２４，８００円 ９９，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸を

超え１０戸以内の共同住宅等 

３７，５００円 １５５，９００円 

新築をしようとする住宅で戸数が１０戸

を超え２５戸以内の共同住宅等 

５９，１００円 ３０２，９００円 

新築をしようとする住宅で戸数が２５戸

を超え５０戸以内の共同住宅等 

９１，７００円 ５３８，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５０戸

を超え１００戸以内の共同住宅等 

１３７，２００円 ９２１，８００円 

新築をしようとする住宅で戸数が１００

戸を超え２００戸以内の共同住宅等 

２２９，５００円 １，７０１，０００円 

新築をしようとする住宅で戸数が２００

戸を超え３００戸以内の共同住宅等 

２８９，３００円 ２，４２８，２００円 

新築をしようとする住宅で戸数が３００

戸を超える共同住宅等 

３２７，８００円 ２，９７３，４００円 
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改 正 前 
 

増築又は改築をしようとする住宅（新築

の時に長期優良住宅建築等計画の認定を

受けていない住宅に限る。以下同じ。）

で一戸建てのもの 

１８，４００円 ６２，４００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が５戸以内の共同住宅等 

３４，６００円 １４６，４００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が５戸を超え１０戸以内の共同住宅等 

５３，７００円 ２３１，２００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が１０戸を超え２５戸以内の共同住宅等 

８６，１００円 ４５１，７００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が２５戸を超え５０戸以内の共同住宅等 

１３４，９００円 ８０４，９００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が５０戸を超え１００戸以内の共同住宅

等 

２０３，２００円 １，３８０，０００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が１００戸を超え２００戸以内の共同住

宅等 

３４１，７００円 ２，５４８，９００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が２００戸を超え３００戸以内の共同住

宅等 

４３１，３００円 ３，６３９，６００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が３００戸を超える共同住宅等 

４８９，０００円 ４，４５７，４００円 
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（別掲２） 

改  正  前 

(96) 長期優良住宅普及促進法第５条第４項又は第５項の規定に基づく長期優良住宅建築等

計画の認定の申請手数料（次号に掲げる手数料を徴収する場合を除く。） １件につ

き、次の表の左欄に掲げる当該申請に係る建築物の区分に応じ、同表に定める額 

建築物の区分 長期使用構造等で

あることの確認を

行った結果を記載

した書面がある場

合 

その他の場合 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸以内

の共同住宅等 

２４，８００円 ９９，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸を超

え１０戸以内の共同住宅等 

３７，５００円 １５５，９００円 

新築をしようとする住宅で戸数が１０戸を

超え２５戸以内の共同住宅等 

５９，１００円 ３０２，９００円 

新築をしようとする住宅で戸数が２５戸を

超え５０戸以内の共同住宅等 

９１，７００円 ５３８，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５０戸を

超え１００戸以内の共同住宅等 

１３７，２００円 ９２１，８００円 

新築をしようとする住宅で戸数が１００戸

を超え２００戸以内の共同住宅等 

２２９，５００円 １，７０１，０００円 

新築をしようとする住宅で戸数が２００戸

を超え３００戸以内の共同住宅等 

２８９，３００円 ２，４２８，２００円 

新築をしようとする住宅で戸数が３００戸

を超える共同住宅等 

３２７，８００円 ２，９７３，４００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数が

５戸以内の共同住宅等 

３４，６００円 １４６，４００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数が

５戸を超え１０戸以内の共同住宅等 

５３，７００円 ２３１，２００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数が

１０戸を超え２５戸以内の共同住宅等 

８６，１００円 ４５１，７００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数が

２５戸を超え５０戸以内の共同住宅等 

１３４，９００円 ８０４，９００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数が

５０戸を超え１００戸以内の共同住宅等 

２０３，２００円 １，３８０，０００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数が

１００戸を超え２００戸以内の共同住宅等 

３４１，７００円 ２，５４８，９００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数が

２００戸を超え３００戸以内の共同住宅等 

４３１，３００円 ３，６３９，６００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数が

３００戸を超える共同住宅等 

４８９，０００円 ４，４５７，４００円 
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（別掲３） 

改  正  案 

(98) 住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号）附則第２条第２項の規定に基

づく長期優良住宅建築等計画の変更の認定の申請手数料（次号及び第１０２号に掲げる

手数料を徴収する場合を除く。） １件につき、次の表の左欄に掲げる当該申請に係る

建築物の区分に応じ、同表に定める額                            

                          

建築物の区分 手数料の額 

新築時に認定を受けた住宅で一戸建てのもの ６，１００円 

新築時に認定を受けた住宅で戸数が５戸以内の共同住宅等 １１，９００円 

新築時に認定を受けた住宅で戸数が５戸を超え１０戸以内の

共同住宅等 

１８，３００円 

新築時に認定を受けた住宅で戸数が１０戸を超え２５戸以内

の共同住宅等 

２９，１００円 

新築時に認定を受けた住宅で戸数が２５戸を超え５０戸以内

の共同住宅等 

４５，４００円 

新築時に認定を受けた住宅で戸数が５０戸を超え１００戸以

内の共同住宅等 

６８，２００円 

新築時に認定を受けた住宅で戸数が１００戸を超え２００戸

以内の共同住宅等 

１１４，３００円 

新築時に認定を受けた住宅で戸数が２００戸を超え３００戸

以内の共同住宅等 

１４４，２００円 

新築時に認定を受けた住宅で戸数が３００戸を超える共同住

宅等 

１６３，４００円 

増築又は改築時に認定を受けた住宅で一戸建てのもの ８，７００円 

増築又は改築時に認定を受けた住宅で戸数が５戸以内の共同

住宅等 

１６，８００円 

増築又は改築時に認定を受けた住宅で戸数が５戸を超え１０

戸以内の共同住宅等 

２６，４００円 

増築又は改築時に認定を受けた住宅で戸数が１０戸を超え 

２５戸以内の共同住宅等 

４２，６００円 

増築又は改築時に認定を受けた住宅で戸数が２５戸を超え 

５０戸以内の共同住宅等 

６７，０００円 

増築又は改築時に認定を受けた住宅で戸数が５０戸を超え 

１００戸以内の共同住宅等 

１０１，１００円 

増築又は改築時に認定を受けた住宅で戸数が１００戸を超え

２００戸以内の共同住宅等 

１７０，４００円 

増築又は改築時に認定を受けた住宅で戸数が２００戸を超え

３００戸以内の共同住宅等 

２１５，２００円 

増築又は改築時に認定を受けた住宅で戸数が３００戸を超え

る共同住宅等 

２４４，０００円 
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（別掲３） 

改  正  前 

(99) 住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号）附則第２条第２項の規定に基

づく長期優良住宅建築等計画の変更の認定の申請手数料（次号及び第１０３号に掲げる

手数料を徴収する場合を除く。） １件につき、次の表の左欄に掲げる当該申請に係る

建築物の区分に応じ、同表に定める額を申請する戸数で除して得た額（当該額に１００

円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額） 

建築物の区分 長期使用構造等である

ことの確認を行った結

果を記載した書面があ

る場合 

その他の場合 

新築をしようとする住宅で一戸建てのも

の 

６，１００円 ２０，７００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸以

内の共同住宅等 

１１，９００円 ４９，２００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸を

超え１０戸以内の共同住宅等 

１８，３００円 ７７，５００円 

新築をしようとする住宅で戸数が１０戸

を超え２５戸以内の共同住宅等 

２９，１００円 １５１，０００円 

新築をしようとする住宅で戸数が２５戸

を超え５０戸以内の共同住宅等 

４５，４００円 ２６８，７００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５０戸

を超え１００戸以内の共同住宅等 

６８，２００円 ４６０，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数が１００

戸を超え２００戸以内の共同住宅等 

１１４，３００円 ８５０，０００円 

新築をしようとする住宅で戸数が２００

戸を超え３００戸以内の共同住宅等 

１４４，２００円 １，２１３，６００円 

新築をしようとする住宅で戸数が３００

戸を超える共同住宅等 

１６３，４００円 １，４８６，２００円 

増築又は改築をしようとする住宅で一戸

建てのもの 

８，７００円 ３０，７００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が５戸以内の共同住宅等 

１６，８００円 ７２，７００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が５戸を超え１０戸以内の共同住宅等 

２６，４００円 １１５，１００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が１０戸を超え２５戸以内の共同住宅等 

４２，６００円 ２２５，４００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が２５戸を超え５０戸以内の共同住宅等 

６７，０００円 ４０２，０００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が５０戸を超え１００戸以内の共同住宅

等 

１０１，１００円 ６８９，５００円 
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改  正  前 
 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が１００戸を超え２００戸以内の共同住

宅等 

１７０，４００円 １，２７４，０００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が２００戸を超え３００戸以内の共同住

宅等 

２１５，２００円 １，８１９，３００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸数

が３００戸を超える共同住宅等 

２４４，０００円 ２，２２８，３００円 
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上越市手数料条例の一部改正に係る 

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」等の改正概要 

 

 

１ 上越市手数料条例の一部改正の概要 

⑴ 建築行為を伴わない既存住宅の認定制度の創設に伴う改正 

これまで新築、増築及び改築する住宅を長期優良住宅の認定の対象としていたが、建

築行為を伴わない既存住宅が認定の対象とされることを受け、認定申請手数料及び変更

認定の申請手数料を定めるもの 

 

⑵ 建築基準法の一部改正に伴う引用条項の追加に伴う改正 

建築基準法の一部改正における条項追加により、仮設建築物の建築確認申請等手数料 

の減免において引用している条項の改正を行うもの 

 

２ 長期優良住宅の制度概要 

・長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅について、その

建築及び維持保全に関する計画を所管行政庁(市)が認定する制度（H21.6 施行） 

・認定を受けた住宅は、住宅ローン減税の拡充、登録免許税の税率引き下げ、不動産取得税

の控除額拡充、固定資産税減額期間の延長などの措置を受けることができる。 

 

≪イメージ図≫ 

・手続きの流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・認定対象 

 
 
 
 
 
 
 

 

申請者 

登録住宅性能評価機関 
①技術審査依頼 

②確認書等交付 

③申請 
 

④認定 

所管行政庁（市） 
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所 管 委 員 会 総務常任委員会 

関 係 案 件 議案第９２号 

提  出  課 用地管財課 

 

上越市市民プラザ条例の一部改正について 
 

１ 改正理由  

  土橋第二地区土地区画整理事業の換地処分による字及び地番の変更に伴い、施設の

位置を改めるもの 

 

２ 改正内容 

  施設の位置を「上越市大字土橋字大坪１９１４番地３」から「上越市土橋２５５４

番地」に改める。（第２条関係） 

 

３ 施行期日 

土橋第二地区土地区画整理事業の施行に伴う字の変更の効力を生ずる日 

 

４ 上越市市民プラザ条例改正案新旧対照表 

（下線部分が改正箇所） 

改  正  案 改  正  前 

（名称及び位置） 

第２条 略 
 

名称 位置 

上越市市民プラザ 上越市土橋２５５４

番地       

（名称及び位置） 

第２条 略 
 

名称 位置 

上越市市民プラザ 上越市大字土橋字大

坪１９１４番地３ 
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所 管 委 員 会 総務常任委員会 

関 係 案 件 議案第８４号 

提  出  課 財政課 

 

歳入科目（Ｐ16～Ｐ17） 12 款 1 項 1 目 地方交付税 

歳入科目（Ｐ20～Ｐ21） 23 款 1 項 1 目 総務債 

単位：千円 

 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

普通交付税 19,734,000 600,084 20,334,084 

臨時財政対策債（※） 1,697,900  395,100 2,093,000 

合計（実質的な普通交付税） 21,431,900 995,184 22,427,084 

 

【補正内容】 

基準財政需要額が寒冷補正（積雪度）の級地の変更などにより、当初見込みと比べて増

加したことに伴い、普通交付税額が増加した。また、臨時財政対策債発行可能額を算出す

る際に乗じる財政力に応じた補正係数が、当初の見込みに対し上昇したことに伴い、臨時

財政対策債への振替額が増加したため、補正するもの 
 

○増減内容 

項  目 
当初予算時

の見積り 
交付決定額 増減額 主な増減要因 

基準財政需要額 ① 49,377,875 50,405,742 1,027,867 

 寒冷補正（積雪度）の

級地の変更による増 

（＋1,083,263） 

  個別算定経費 等 38,326,755 39,374,925 1,048,170 

公債費 7,279,044 7,298,091 19,047 

包括算定経費 3,772,808 3,772,719 △89 

調整額等 △732 △39,993 △39,261 

基準財政収入額 ② 27,945,975 27,978,612 32,637  固定資産税の増 

（＋169,396） 

 地方消費税交付金の

減（△87,638） 

 市税 21,991,377 22,137,870 146,493 

地方譲与税・交付金 5,926,352 5,773,117 △153,235 

その他（地方特例交付金等） 28,246 67,625 39,379 

臨時財政対策債 
発行可能額   ③ 

1,697,900 2,093,046 395,146 

 財政力に応じた補正

係数の上昇に伴う現

金交付の減 

普通交付税 
（①－②－③）④ 

19,734,000 20,334,084 600,084 
 

実質的な普通交付税 
（③＋④） 

21,431,900 22,427,130 995,230 
 

※臨時財政対策債の補正額は、同発行可能額の 10 万円未満を切り捨てた額 

※臨時財政対策債は、地方交付税の財源不足額の一部を国と地方で折半し、地方負担分に

ついて地方債を発行して補填するもの。元利償還金の全額が後年度普通交付税の基準財

政需要額に算入されることから、普通交付税と臨時財政対策債を合算した額を「実質的

な普通交付税」としている。 

-15-



 

歳入科目（Ｐ18～Ｐ21） 21 款 1 項 1 目 繰越金 

歳入科目（Ｐ20～Ｐ21） 23 款 1 項 9 目 借換債 

歳出科目（Ｐ22～Ｐ23） 2 款 1 項 6 目 財産管理費 

単位：千円 

歳入科目・事業名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

純繰越金 1,600,000 3,184,600 4,784,600 

借換債 5,602,834 △1,592,300 4,010,534 

財政調整基金積立金 800,211 1,592,300 2,392,511 

 

【補正理由】 

純繰越金（前年度決算剰余金）が当初見込みを上回ったため補正するもの 

あわせて、この増額分について地方財政法の規定に基づき、その二分の一相当額を財政

調整基金に積み立てるもの 

さらに、残りについては、借換債の執行を償還に変更するための財源組替を行うことに

より、第三セクター等改革推進債の残高減少を図るもの 

 

【補正内容】 

 〇純繰越金 

項 目 補正前 補正額 補正後 

純繰越金 1,600,000 3,184,600 4,784,600 

  

〇純繰越金補正額の整理内容 

（歳入） 

項 目 補正前 補正額 補正後 

借換債 5,602,834 △1,592,300 4,010,534 

一般財源 0 1,592,300 1,592,300 

合 計 5,602,834 0 5,602,834 

 ※借換から償還へ財源を組み替えるもの 

 

（歳出） 

項 目 補正前 補正額 補正後 

財政調整基金積立金 800,211 1,592,300 2,392,511 

 ※補正額の二分の一相当額を積み立てるもの 
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歳出科目（Ｐ22～Ｐ23） 2 款 1 項 1 目 一般管理費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

国県支出金等還付金 151,919 441,630 593,549 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

一般財源          441,630  償還金利子及び割引料 

 441,630 

 

 

 

【補正理由】 

国県支出金等の還付額が当初の見込みを上回ることから、不足分を増額するもの 

 

【補正内容】 

〇国県支出金等還付金 

項 目 当初予算額（※） ① 還付見込額 ② 補正額（②-①） 

償還金利子及び割引料 151,919 593,549 441,630 

    ※当初予算額は、過去 5 か年のうち、3 か年以上還付金の支払実績のある課等の平均値

から各年度における特異値を除いて算出 

 

 ○還付見込額の内訳 

還付先 還付見込額 
 

主な還付金（10,000 千円以上） 

国 564,337 

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金 

（165,861） 

新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 

（120,783） 

子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（111,314） 

新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金（65,225） 

生活保護費負担金（24,972） 

地域の元気臨時交付金（23,419） 

障害者自立支援給付費負担金（16,167） 

県 27,489  

その他 1,723  

合 計 593,549  
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提  出  課 用地管財課 

 

歳出科目（Ｐ22～Ｐ23） 2 款 1 項 26 目 市民プラザ費 

単位：千円  

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

市民プラザ管理運営費 126,001 2,480 128,481 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

一般財源            2,480  委託料        2,480  

 

【補正理由】 

  新型コロナウイルス感染症の影響に伴う令和 3 年度分の指定管理料の見直しを行った公

の施設において、更なる収支不足が生じたことから、不足額を精算するため、令和 4 年度

の指定管理料の増額を行うもの 

 

【補正内容】 

○指定管理運営業務委託料 

項  目 補正前 補正額 補正後 

委託料 61,522 2,480 64,002 

 施設管理運営業務委託料 61,522 2,480 64,002 

 

○対象施設 

施 設 名 

（指定管理者） 

令和 3年度指定管理料の見直し実績 

3 月補正後の 

現計予算額 

① 

指定管理料 

支払必要額 

② 

差 引 

 

（①-②） 

上越市市民プラザ 

（株式会社上越シビックサービス） 
67,129 69,609 △2,480 
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